
別紙

Ⅰ．事業評価総括表 （単位：円）

番号 措　置　名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額 備　考

1 地域活性化措置 愛別町立保育所及び愛別幼稚園運営事業 愛別町 5,482,800 4,628,000



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

待機児童率
0％

待機児童率
（％）

達成度 ％ 100.0%
評価年度の設定理由

毎年度事業の見直し、改善を図るため事業実施後に評価

成果実績 ％ 100
目標値 ％ 100

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業の概要

当町においては、愛別町第10次振興計画（平成27年度～令和元年度）に基づき、若
い世代が安心して子育てができる環境を提供することで、地域住民の福祉向上を図
るとともに、幼児教育の専門職としての資質向上を図るため、また、支援教育を必
要とする幼児への支援に対応するため、子育て環境の整備、少子化対策のため、本
交付金を活用し、充実した保育を行います。保育士・教諭4名分の人件費（給料）
6ヶ月分（充当期間：令和元年6月～11月）

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

愛別町第10次振興計画（平成27年度～令和元年度）
　第4章　心豊かに未来をはぐくむまちづくり
　1．幼児教育【基本方針】
　幼児期に育むことが期待される、「生きる力」の基礎となる心情、意欲、態度な
どを身につけるため、教育内容や保育形態について実践的な研究を進めるととも
に、豊かな生活体験を積極的に取り入れた保育実践を推進し、感性を培い、心身と
もにたくましく生きる子どもの育成に努め、教育と保育の機会均等を図り、幼稚園
と保育所の両機能を生かしつつ、幼児センターにおける一体的な幼児教育や多様な
保育体制を講じ、地域幼児の教育・福祉施設としての充実させるとともに本交付金
を活用して、保育士・教諭を確保することにより、少子化が進行している中、子ど
もたちの健やかな成長はもとより、若い世代が安心して子育てができる環境を提供
します。

事業開始年度 令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度

番号
1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛別町
交付金事業実施場所 愛別町字北町

措置名
地域活性化措置

交付金事業の名称
愛別町立保育園及び愛別幼稚園運営事業

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

活動指標 単位 平成29年度 平成30年度 令和元年度

交付金事業の総事業
費等

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

達成度 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の活動指
標及び活動実績

24
活動見込 人月 24 24

うち文部科学省分

24
保育士の雇用量
雇用人数（人）×雇用期
間（月）

活動実績 人月 24 24

交付金充当額 4,647,000 4,645,000 4,628,000 13,920,000
総事業費 6,935,400 5,385,600 5,482,800 17,803,800

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

うち経済産業省分 4,647,000 4,645,000 4,628,000 13,920,000

交付金事業の評価課室 総務企画課

保育士・教諭 雇用 保育士・教諭4名 5,482,800
交付金事業の担当課室 幼児センター

当該施設は、若い世代が安心して子育てができる環境づくり、少子化対策のひとつ
として大きな役割を果たしており、本交付金を活用して、保育に必要な保育士・教
論の確保（保育士・教諭5名・６か月分）することにより、充実した保育を行うこ
とができたものと評価しています。
（当該施設利用者数　愛別町立保育所：３７名、愛別幼稚園：３６名・・・うち待
機児童0名）
また、翌年度以降においても、当該交付金を保育士・教諭の人件費に充当すること
により、さらなる地域住民の福祉の向上を図っていく予定です。


